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はじめに 

 

第 2 次消費者教育推進計画(案)は、第 1 章から第 4 章までの 46 ページで構成する。 
第 1 章（計画策定の背景と趣旨・期間・位置付け、消費者施策の動向・育むべき力） 
第 2 章（消費生活を取り巻く現状と課題） 
第 3 章（消費者教育推進の基本的な方針と各施策） 
第 4 章（計画の推進体制と管理） 

 

第１章 第２次計画の策定にあたって（案 1～8頁） 

 

１ 計画策定の背景と趣旨 

  平成 30（2018）年 4 月に「苫小牧市消費者教育推進計画」（第 1 次計画）を策定し、

「消費者市民社会」の実現を念頭に、学校教育、地域、家庭、職域など様々な場におい

て、市民のライフステージの各段階に応じた施策を体系的、一体的に進めてきた。 
最終年度を迎える第 1 次計画の取組を継続していくため、計画の基本的な方針をベー

スとしながら、この 5 年間で生じた社会情勢などの消費者を取り巻く状況の変化を反映

し、新たな施策によって本市の消費者教育をさらに発展させるための計画を策定する。 
 

２ 計画の期間 

 令和 5（2023）年度から令和 9（2027）年度までの 5 年間とする。 
 

３ 計画の位置付け 

 
４ 国の消費者施策の動向 

 ○成年年齢の引下げ 

   令和 4（2022）年 4 月から 20 歳から 18 歳に引下げ 
 ○学習指導要領の改訂 

   段階的に消費者教育に関するカリキュラムを実施 
（令和 2 年度：小学校、3 年度：中学校、4 年度：高等学校） 

 ○食品ロスの削減の取組 

令和元（2019）年 10 月１日食品ロスの削減の総合的な推進を図るための「食品ロ

スの削減の推進に関する法律」を施行 
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５ 消費者教育が育むべき力 

（1）消費者教育の定義と推進について 

 

 

 

 

 

 

 

（2）体系的な消費者教育の推進について 

消費者の各ライフステージに応じて、消費生活の場面ごとに必要な能力を切れ目なく

身に付けるための目標を設定する。 
（3）｢消費者市民社会｣の形成に参画する教育の実施について 

広く SDGｓへの理解が進んでいるが、消費者教育推進の重要な定義である「消費者市

民社会」の概念と併せ、市民理解が進むよう意識の醸成を図っていく必要がある。 
 

第２章 消費生活を取り巻く現状と課題（案 9～32 頁） 

様々な状況の変化 

1 消費者を取り巻く情勢の変化  

2 消費生活相談の状況  

3 市民意識の変化と本市の消費者教育の現状  

  

状況の変化を踏まえた各課題 

1 
ライフステージや場に応じた 
体系的な消費者教育 

・学校教育における消費者教育の理解・協力拡大 

・周知強化のため市民周知の在り方・方法の検討 

・体系的な教育の推進 

・各年代に必要な情報発信 

・消費者市民社会への理解促進 

2 消費者教育の担い手の育成 

・苫小牧市消費者センターを拠点とした担い手育成 

・教職員の指導力向上の支援 

・消費者教育の担い手育成拡大 

・多様な機関・団体の協力を得た担い手育成 

3 
多様な機関・団体との連携を 
強化 

・消費者被害防止ネットワーク活動の活性化 

・地域や団体、組織の人材の更なる活用 

・多様な機関・団体との情報交換、連携強化 

  

新たな計画への反映 

課題を踏まえ、新たな施策に反映し、本市の消費者教育を推進 

人口減少と単身・高齢化、高度情報通信社会の進展、 
成年年齢の引下げの影響 

相談件数の推移・変化、年代構成や特性ごとの特徴 

市民・教育機関アンケート、施策の取組状況・評価 

＜ 定 義 ＞ 
消費生活に関する知識や技能を消費者が学び取り、実際の生活にそれを活かし、安
心で安全な消費生活を実現する 

＜ 推 進 ＞ 
・消費生活に関する知識を修得し、次に適切な行動に結びつける実践的能力を育む 
・主体的に「消費者市民社会」の形成に参画し社会の発展に寄与できるよう、その
育成を積極的に支援 
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第３章 消費者教育推進の基本的な方針と各施策（案 33～44頁） 

 
１ 第２次計画の基本的な方針 

基本方針は、本市の消費者教育の目標とする姿を表し、今後も消費者教育を浸透し、消

費者市民社会を実現していく必要があるため、第 2 次計画においても第 1 次計画に掲げた

方針を承継する。 

 
２ 施策の考え方について 

○消費者教育の推進にあたり、これまでの取組を継続するとともに、第２次計画の推進

において、特に重要な施策を着実に達成するため「重点施策」を設け、推進する。 
○施策ごとに達成度を見える化し、評価ができるよう、成果指標と目標値を設け基本方

針別に達成度が評価できるようにする。 
 
３ 苫小牧市消費者教育推進の基本的な方針と各施策 
基本的な方針に基づく具体的施策、計 31 項目について、推進していく。 

基
本
方
針
１ 

ライフステージや場に応じた体系的な消費者教育を推進する  （施策 19 項目） 

(1) ◎ 
消費者教育についての認識や理解の促進のため、周知機会を拡大します 

《7項目》 

(2) ◎ 
高齢化や成年年齢の引下げなどに対応した消費者教育を行います 

《3項目》 

(3） ◎ 
デジタル化の進展に対応した啓発・注意喚起などの機会の充実を図ります                         

《3 項目》 

(4)  
教育機関のニーズに応じた消費者教育の支援を行います                  

《3 項目》 

(5)  
持続可能な社会の実現への考え方の理解・行動が進むよう、働きかけを強め
ます                          《3 項目》 

基
本
方
針
２ 

消費者教育の担い手の育成を図る              （施策 6項目） 

(1) ◎ 
受け身ではなく、自ら学び行動する意識を持った消費者の育成に努めます                       

《3 項目》 

(2)  
市と市消費者センターが消費者教育の拠点であることを広く周知し、コー
ディネート機能を強化していきます            《3 項目》 

基
本
方
針
３ 

多様な機関・団体との連携を強化する            （施策 6項目） 

(1) ◎ 
消費者教育に関連する機関、団体が相互に協力しあう体制づくりを進めま
す                           《3 項目》 

(2)  
高齢者や障がい者など、被害に遭いやすい消費者の保護体制充実のため、既
存組織と連携した見守り体制を構築します 

《3項目》 

（◎は重点施策を表す） 

 

１ ライフステージや場に応じた体系的な消費者教育を推進する 

２ 消費者教育の担い手の育成を図る 

３ 多様な機関・団体との連携を強化する 
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第４章 計画の推進体制と管理（案 45～46頁） 

 
１ 計画全体の進捗の把握と評価 

本計画を計画的かつ総合的に推進していくため、施策の取組状況について検証・評価し、

年度毎に進捗状況を管理し、把握する。また、特に重点的に取り組むべき施策（重点施策）

について、設定した目標の達成状況を把握する。 
 
２ 計画の推進体制と進行管理 

 教育機関、消費者団体、事業者団体、地域団体、市の関係部局、行政機関と連携し、本

市の消費者教育を着実に推進していく。 

施策の検証結果と進捗については、苫小牧市消費生活審議会に報告するとともに、意見

を踏まえて次年度以降の施策の見直しを行うなど内容の充実を図る。また、検証・評価の

結果については、ホームページなどにより公表する。 

 

 

 

  
 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

苫小枚市消費者センター 

苫小牧市市民生活課 

庁内連絡会議（福祉、教育、

地域、環境、子育て、介護） 

消費者（団体） 

国・道、他市町村

消費者被害防止ネッ
トワーク（警察・老人クラ

ブ・包括支援センター、etc） 

苫小牧市消費生活審議会 

報告 

意見・提言 

計画推進のイメージ 

事業者（団体） 

教育機関 

他行政機関 

地域（団体） 

消費者教育推進法第 20 条で定め

る消費者教育推進地域協議会を

兼ねる 

≪ 実施体制 ≫ ≪ 進行管理・見直し ≫ 


